
高断熱化による

「良い暮らしの実現」と「省エネ・脱炭素への貢献」

～健康で快適に自立して暮らし、地球温暖化防止にも貢献～
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坂本雄三（東京大学名誉教授）

◆カーボンニュートラル（脱炭素）と省エネに関わる

政治・行政の話題（外交や省エネ政策）

◆高断熱化と断熱改修（リフォーム）の推進



世界が競うカーボンニュートラル
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各国の脱炭素
アドバルーン合戦

出典：EnergyShift

COP26

出典：読売新聞

今年はCOP27



日本は26%削減

パリ協定が日本の脱炭素政策の根幹
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【パリ協定】2015年12月締約

菅首相宣言（46％削減）に
整合するように、政策が改
められるか？

日本の温室効果ガス削減の
目標値は26％（2013年度
比）。民生部門（住宅・建
築）では、40％の削減率。

パリ協定の内容を達成す
べく、日本の脱炭素政策
は進められてきた。



エネルギー統計を見てCO2排出の現状を知ろう
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供給１次エネルギーの内訳 電力：新エネは原子力をカバーできず

図１ エネルギー白書2020,p106、経済産業省
図２ 原子力・エネルギー図面集、電気事業連合会
図３ エネルギー白書2020,p102、経済産業省

最終エネルギー消費量の推移
（2005年から減少傾向：省エネ政策の効果）

新エネ

原子力



住宅・建築における脱炭素戦略（４つの方策）

②創エネルギー

①省エネルギー

③材料・工法の省CO2④長寿命住宅・建築

高性能外皮
高効率設備 太陽光発電など

木造化（植林による
大気中炭素の吸
収・固定化）

リフォーム・メンテ・
継承

脱炭素社会
の住宅・建築

(省エネより大きな概念）
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省エネが第一歩
であり、基本



省エネ基準の趣旨＝「外皮＋設備」の省エネ対策

①外皮の省エネ対策
（断熱・日射遮蔽）

設備の省エネ対策
（高効率設備、適正使用）

総合的な省
エネ性能

生活／使い方

②１次エネルギー消費量の計算

自然エネルギー

Uw=0.78W/㎡K

１次エネ＝電気も含めて、必要な化石燃料のエネルギー。
原子力発電も火力発電とみなす。
CO2排出とは換算方法が異なる。 6



住宅外皮の省エネ対策（基準）：評価指標（UAとηAC）
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BEI=ET/EST≦１

暖冷房エネルギー消費量 EsAC

換気エネルギー消費量 EsV

照明エネルギー消費量 EsL

給湯エネルギー消費量 EsHW

家電等エネルギー消費量※１ EsETC

②設計仕様 （省エネ手法を加味）

①共通条件（地域区分、床面積等）

EAC

EV

EL

EHW

＋

＋

設
備
効
率
の
向
上

③
基
準
仕
様

•外皮の断熱化
•日射の遮蔽・取得
•通風利用
•躯体蓄熱
•熱交換換気の採用

•調光
•照明制御

•節湯型器具の採用
•浴槽の断熱化
•太陽熱温水器の設置

暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

太陽光発電による再生可能
エネルギー導入量等※２ES

－
•太陽光発電設備等の設置
※２ 自家消費分のみ算入

＜負荷の削減＞＜効率化＞

＜エネルギーの創出＞

ET
設計一次エネルギー消費量基準一次エネルギー消費量 EsT

住宅の１次エネルギー消費量の計算とＢＥＩ評価
（ここは住宅の例だが、建築も類似）
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＋

＋

＋

＋

＋
家電等エネルギー消費※1

＋
※１ 家電等は、省エネ手法を考慮しない。EETC

実際のエネ消費量計算は建研のwebsiteで行う（ZEHの評価にも活用）



住宅・建築の省エネ基準は適合義務化へ
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建物の規模 建築（非住宅） 住宅

大規模
(2000㎡以上）

適合義務

2017年度か
ら施行済み

「届出」の義務
⇒適合義務へ(2025年）中規模

（300～2000㎡）
2021年度か
ら施行済み

小規模
（300㎡未満）

説明義務⇒適合義務へ（2025年）

2025年以降、全建築物に対して「適合義務」が課せられるこ
とに建築物省エネ法は改正された。つまり「黄色の部分」はな
くなる。



住宅性能表示での断熱性能上位等級の告示
（断熱等性能等級と1次エネルギー消費量等級）
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等級の区分 等級２ 等級３ 等級４ 等級５ 等級６ 等級７

1980年
基準

1992年
基準

建築物省
エネ法

ZEH要件
（外皮強化）

HEAT20
G2水準

HEAT20
G3水準

１・２地域 0.72 0.54 0.46 0.40 0.28 0.20

３地域 1.21 1.04 0.56 0.50 0.28 0.20

４地域 1.47 1.25 0.75 0.60 0.34 0.23

５地域 1.67 1.54 0.87 0.60 0.46※ 0.26※

６地域 1.67 1.54 0.87 0.60 0.46 0.26

７地域 2.35 1.81 0.87 0.60 0.46 0.26

※

等級５ 等級６

0.9 0.8

BEI[比率]の基準値（基準値以下が基準適合）

等級４

1.0

５地域の等級６・７はHEAT20よりややレベルが低い。

地域
区分

基準値の
リファレンス

断熱等性能等級（等級6･7は2022年10月1日施行）

UA[W/(m
2
･K)]の基準値（基準値以下が基準適合）

1次エネルギー消費量等級

断熱等性能等級の比較グラフ

⚫ 省エネ基準（等級４）の義務化も
国会を通過。

⚫ 施行は2025年。



良い暮らし
well-being
wellness

省エネ・脱炭素
saving energy & 
carbon neutral

優れたｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ
excellent energy system

高断熱はその最重要要素

「良い暮らし」は「温度ストレ
スがない」＝「健康」

「良い暮らしの実現」と「省エネ・脱炭素への貢献」

「省エネ・脱炭素」
は「高断熱」から
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優れた建材・住宅設備によって良い暮らしを！

暖冷房・換気 給湯・浴室 照明 厨房設備

昔

今

窓

建材や住宅設備はここ20～30年で大きな技術革新をとげた。スマート化
（省エネ・機能化）とウェルネス化（快適・利便・安全）が著しい。



断熱住宅の普及と冬季死亡増加率の低下
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冬季死亡増加率(％)

■12未満

■12以上14未満

■14以上16未満

■16以上18未満

■18以上20未満

■20以上22未満

■22以上24未満

■24以上

断熱住宅普及率
全国 23.9％程度

厚生労働省「人口動態統計2014年」
都道府県別・月別からグラフ化

総務省「住宅・土地統計調査2008」
を地図化
（二重サッシ又は複層ガラス窓の
ある住宅数）／（居住世帯のある
住宅総数）

冬季死亡増加率
全国 17.5％

冬
季
死
亡
増
加
率
（
％
）

高断熱住宅普及率（％）

断熱住宅の普及が疾病予防・
介護予防に寄与する可能性が
示唆される。

出典：伊香賀俊治（慶大）



「暖かな室温が健康に好影響」は世界の常識
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世界保健機関(WHO)も健康を守る
室温として18℃を推奨した。

温暖地の建物は断熱性が低いため冬の室温が低
いが、欧州では国民の健康を守るため、それを改
善しようという動きが現れはじめた。

日本は17.5%



断熱改修後の室温が上昇するほど血圧も低下

15居間室温変化量（改修後居間室温－改修前居間室温）[℃]

（n=165名）
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上昇低下

改修により室温が

-6~-4 0~2 2~4 4~6 6~8 8~10 10~-4~-2 -2~0

(n=3)(n=14)(n=30)(n=37)(n=36)(n=16)(n=13)(n=6)(n=10)

収
縮
期
血
圧
変
化
量

[m
m

H
g
] 改修後に室温が平均

3.3℃上昇（10℃以上上
昇した住宅もあり）した
一方で、室温が平均
1.6℃低下した例もあり
、暖房の適切な使用を呼
びかけることも大切と考
えられる。

断熱改修の効果について

出典：伊香賀俊治（慶大）



省エネ性能と「良い暮らし」をグラフで示す
～HEAT20※が提案する外皮断熱の水準～
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① チャート上にUAの等
値線を描ける。

② 暖房方式別に傾きが
異なる直線となる。

環境・設備設計におい
て有用性が高いチャー
トである。

大量のシミュレーション結果から以下のチャートを作成した。

良い暮らし性能(non-energy benefit)

省
エ

ネ
性

能
(
e
n
e
rg

y 
b
e
n
e
fi
t)

最低体感温度（作用温度）とはおおむね
この温度を下回らないという意味。

20年先を見据えた高
断熱住宅研究会

※



「良い暮らし性能」のヴィジュアルな表示
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青色：体感温度＜15℃ の時間帯。
オレンジ色：15℃以上の暖かな温度。

G１部屋名 等級４ 等級５

等級６ 等級７



断熱改修が必要な理由①（断熱性能の進歩）
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住宅性能表示の断熱等級における
基準値（UA値）

【基準値が公表された年】

開口部と外壁の熱損失
減少に注目！



断熱改修が必要な理由②（CO2削減の目標達成）
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◆ 人口～12000万人
◆ 既築～6000万戸（世帯） ◆空き家～800万戸
◆ 新築～85万戸（世帯）/年

省エネ基準適合率～60%＝48万戸/年
ZEH新築～6万戸/年：正味でCO２排出量がゼロになるも
のもある。

日本の統
計データ
（最近）

既築（ストック）に対策を講じることが重要⇒断熱改修へ



住宅の省エネ化の支援強化（閣議決定2022.11.8)
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(1)住宅の断熱性能向上のための先進的設備導入促進事業等
【経済産業省・環境省】(1,000億円)

•補助金は、断熱改修工事を行う事業者の申請に基づき、住宅所有者に補助金全額が
還元されることを条件に、当該事業者に対して交付。
•高断熱窓(熱貫流率（Uw値）1.9以下等、建材トップランナー制度2030年目標水準値
を超えるもの等、一定の基準を満たすもの)への断熱改修工事に対して支援。
•工事内容に応じて定額交付。(補助率1/2相当等。1戸あたり最大200万円を交付)

(2)高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進
事業費補助金【経済産業省】(300億円)

(3)こどもエコすまい支援事業【国土交通省】(1,500億円)
• 新築：高い省エネ性能(ZEHレベル)を有する新築住宅の取得に対して支援。
子育て世帯・若者夫婦世帯を対象とし、1戸あたり100万円の補助金。

• リフォーム：住宅の窓・壁等に対する一定の断熱改修や、一定のエコ住宅設備
の設置等の省エネリフォームを行う場合に工事内容に応じた定額を支援。



一時代前の窓(アルミサッシ・単板ガラス)は「寒い」

暖房設定温度が２２℃にもかかわらず、窓付近の体感温度は、放射熱伝達の影
響によって１８℃である。

⇒ 肌寒い ⇒ 暖房設定温度を上げる ⇒ エネルギー消費が増大。

出典：『快適窓学 リフォーム編/樹脂サッシ普及促進委員会』

【対策】窓・壁などの断熱性能を上げることで、
体感温度は２℃上昇する。

窓の断熱化が
重要



・外壁は断熱（10Kｸﾞﾗｽｳｰﾙ50mm）
・防湿・気密シートは別張りでない

一時代前の外壁断熱（気密と防露が不十分）

断熱・気密・防露は三位一体

気密化は「壁体気流」を防
ぎ、断熱効果を向上させる

断熱性が足
りない



内窓：30～50万円

断熱（材工こみ）

：60万円以上

通常販売価格21,292円（税込）

断熱改修用の建材（内窓・断熱材）も整備された
(外皮の技術革新が実現し、断熱改修もやりやすくなった）



断熱改修の目標と計画
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等級３⇒５の改修には
全部位の改修が必要



EX社の
樹脂サッシ・３層ガラス

Ｕ値＝0.8W/㎡K

現代における最高の断熱
（外壁ダブル断熱と樹脂サッシ・３層ガラス）
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高断熱化＝サッシの断熱化・気密化

＋ガラスの多層化・低放射化・真空化

I工務店のダブル断熱
Ｕ値＝0.2W/㎡K

硬質ウレ
タンフォ
ーム

硬質ウレ
タンフォー
ム

超高断熱窓SPG

U＝0.52W/㎡K



気密性の実測も必要です
（気密性が悪ければ、断熱改修しても効果は半減）

⊿P

Q
C値（床面積あたりの相当隙間面積）

C=αA／S

直線の傾きから
αAを求める



断熱診断の方法（JJJ断熱診断：U値の実測）
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JJJ断熱診断の実施例と検証（出典：服部哲幸）
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全熱交換換気（空気清浄と省エネの両立）
～コロナ禍によって十分な換気は必要不可欠なものとなった～

全熱（顕熱＋潜熱）交換換気
システムは近年進歩した。年
間を通して、十分な換気の確
保と省エネを両立させることが
可能になった。

◼ 全熱交換素子の改良（潜熱交換

効率の向上と安定性）

◼ 熱交換素子周囲の漏気の防止（

排気の逆流防止）

◼ 直交流形から対向流形へ（熱交

換効率の向上）

◼ 中間期などにおけるバイパス制

御（省エネ）

◼ ＤＣブラシレスモーターによる省エ

ネ（省エネ）

熱交換換気の方法



高断熱に加えて室内空気の循環が必要である
（良い暮らし[良好な温熱環境]は高断熱化だけでは達成できない）
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「高断熱＋全館空調システム」によって実現される

建物内全体が
良好な温熱環境

高断熱外皮

＋ ＝

室内空気の循環



ま と め

① 世界的なカーボンニュートラルの動きに日本も「協調」せざる

を得なく、政府は省エネ対策と化石燃料消費の低減策（＝

再生可能エネや原発？）を進めていくことは必至である。

② 住宅においては、高断熱化とZEHが重点施策である。

③ 高断熱化によって「良い暮らしの実現」と「省エネ・脱炭素へ

の貢献」が達成される。

④ リフォーム用の建材も整備されているので、断熱リフォームを

進めよう！
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ご清聴、ありがとうございました。


